
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

社員旅行

会社が従業員の親睦や慰安を目的と

して社員旅行を行うことがあります。

会社が費用を負担して実施する社員旅

行の費用については、実質的には従業

員に対する経済的利益の供与と考えら

れないこともなく、その場合には、そ

の従業員の給与として課税されること

になります。しかし会社にとっては、

福利厚生や、仕事の効率・士気向上の

必要性から企画するのでしょうから、

支出した費用は経費となり、従業員に

も課税したくないというのが本心でし

ょう。

そこで、社員旅行については、使用

者が従業員等のレクリエーションのた

めに行う旅行の費用を負担した場合、

その旅行によって従業員等が受ける経

済的利益の額が少額の現物給与に当た

る時は給与として課税しなくてよいと

されています（所基通36－30）。

具体的には、①旅行期間が4泊5日

（目的地における滞在日数）以内であ

ること、②従業員等の参加割合が50％

以上であること、の2点です。

なお、いくらぐらいまでならば良い

かは、明示されていませんが、そのと

きの社会情勢によっても違い、実務上

10万円程度であれば問題ないようです。

なお、近年はライフスタイルや価値

観の多様化などを背景に、複数の旅行

プランを設定し、従業員等が希望する

プランを選択できる社員旅行もあるよ

うです。このような複数プランからの

選択方式も、各従業員が旅行先を全く

自由に選べる(実質的に金銭を渡すのと

変わらない)場合とは異なるため、参加

の機会が均等に与えられていれば、直

ちに給与課税の対象にはならないとさ

れています。

例えば、首都圏に所在する企業が、

プランA・日光・鬼怒川温泉の1泊2日旅

行、プランB・箱根・芦ノ湖の日帰り旅

行の2つのプランを用意し、従業員等が

選択できる場合でも、旅行内容や費用

が社会通念上一般的なレクリエーショ

ン旅行の範囲内であれば、プランA、B

ともに給与課税の対象にならないとさ

れています（国税庁タックスアンサー

№2603「従業員の参加割合が50％未

満である従業員レクリエーション旅

行」）。

事務所・Ｐ５より・・

編集後記 関東では、梅雨明け後の8月になっても曇り空が多く、ジメジメ

した天気が続きました。今月9月は気持ちの良い秋晴れの天気となれば良い

のですが。 編集発行 株式会社プランニングファイブ(P5)
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令和8年9月１日
申告し忘れるとどうなる？

国立環境研究所によりますと、日本

の平均気温は、「平均気温は高くなっ

たり低くなったりを繰り返しながらも、

長期の傾向としては100年あたり1.40℃

の速さで上昇してい(る)」そうです。

特に 2023年以降は、それまで以上に上

昇率が高くなっています。

また、気温だけでなく、海面水温も

明らかに上昇し、日本近海の平均海面

水温は100年あたり1.33℃の速さで上昇

しています。この値は、世界平均の上

昇率（100年当たり＋0.62℃）の2倍を

超えており、日本の気温の上昇率と同

程度の値となっています。

世界気象機関（WMO）は7月末に、20

26年のエルニーニョが強まり（スーパ

ーエルニーニョ）、8～10月に世界の気

候に大きな影響を及ぼす可能性が高い

と発表していましたが、現実に、世界

中で、高温・乾燥・山火事が多発して

います。日本でもこの影響か台風や異

常(通常？かも）気象が今年は多くなり

そうです。

気象庁も、｢エルニーニョ現象発生時

は・・台風が日本へ接近する際は、海

上を進む距離が通常時より長くなるた

め、強い勢力で接近しやすくな(る) 」

そうで、8月に10個と今年は8月すでに

23個の台風が発生しています。

さて、最近はAIで、独自のソフトを

作ることができるようになりました。

そこで、試しにダイエットのためのカ

ロリー計算ソフトを作ってみました。

同じように弊所のホームページに便

利ツールを作成。今月取り上げた加算

税も、自動計算出来るようにしていま

す。これらは、原則として、自分のパ

ソコンやスマホにダウンロードして使

えるようになっていますので、勝手に

使って、勝手に直してください。

主なツール

＊文章チェック

＊相続税＆所得税＆法人税簡易計算

ツール

＊経営・申告チェックツール

＊加算税・延滞税簡易計算ツール

＊上場株式＆取引相場のない株式

評価ツール などなど

HPリンク⇒pdfで作

成しています。下線

部分は元資料にリン

クできます。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2603.htm
https://us02web.zoom.us/j/4705371185?pwd=MUhnc0F5SktlYmhjd0VRdXZIVnFBZz09#success
https://adaptation-platform.nies.go.jp/climate_change_adapt/adapt/a-0103.html
https://www.unic.or.jp/info/un/unsystem/specialized_agencies/wmo/
https://tenki.jp/forecaster/t_yoshida/2026/06/13/39318.html
https://www.data.jma.go.jp/typhoon/statistics/generation/generation_j.html
https://shonantax.jp/
https://www.shonantax.jp/p5/p5news.html


2026年9月の税務・総務予定

（税務）

＊個人消費税の中間納期限(中間が

必要な方)(中間年１回の方）

8月31日(月)

振替日 9月29日(火)

中間申告（年1回）が必要な人と

は、直前の課税期間の確定消費税額

が48万円を超え、400万円以下であ

る事業主です。

（総務他）

＊防災訓練

COVID-19・Influenza関連のデータは

ホームページ(HP)に掲載しております。

期限後に申告した場合の税金について

今回は、あまり事務所通信には相応

しくない話題かも知れませんが、申告

期限を過ぎた後で申告の相談に来られ

た方がいましたので、その場合のペナ

ルティーの税金(加算税）の話をします。

申告期限を過ぎて申告するとどのよ

うに計算し、いくらぐらい税金がかか

るのかと、ついでに以前の申告が間違

っていて税金が増えてしまったときの

加算税についてお話しします。

まず加算税が、なぜかかるかといい

ますと、期限内にきちんと申告・納税

をした方との公平性を保つために設け

られている制度で、いわば「ルールを

守った人が損をしないための仕組み」

だとされています。

加算税にはいくつか種類があります

が、今回のように申告期限までに申告

書を提出していなかった場合には、

「無申告加算税」というものが課され

ます。この数年、加算税の改正が頻繁

に行われています。

無申告加算税の税率は、納めるべき

本税の金額に応じて段階的に高くなる

仕組みになっています。原則として、

納付すべき税額のうち50万円以下の部

分には 15%、50万円を超え300万円

以下の部分には 20%、そして令和5

年度の税制改正により、300万円を超え

る部分についてはさらに引き上げられ

て 30%という高い税率が適用される

ことになりました。高額な無申告に対

しては、それだけ厳しいペナルティが

科されるという趣旨です。

もっとも、税務署から指摘を受ける

より前に、ご自身で気づいて自主的に

期限後申告をした場合には、この税率

が大きく軽減されます。具体的には、

税務署から調査の事前通知を受ける前

に自主的に申告した場合は、通常 15
%・20%・30%となるところが一律

5%まで下がります。また、調査の事

前通知を受けた後であっても、実際に

更正・決定が予知される前に申告した

場合には、10%・15%・25%とい

った、通常よりは低い税率が適用され

ます。つまり、「指摘される前に、で

きるだけ早く自主的に申告する」こと

が、税負担を抑える一番のポイントに

なります。

数字ばかりで混乱するかも知れませ

んが、もう少し解説しますと、次の二

つの要件をどちらも満たす場合には、

無申告加算税そのものが課されない特

例もあります。

一つは、法定申告期限から1か月以内

に自主的に申告していること、もう一

つは、過去5年間、無申告加算税(や重

加算税)を課されたことがないなど、

「期限内に申告する意思があった」と

認められることです。うっかり申告を

忘れてしまった場合でも、気づいてす

ぐに動けば、ペナルティを免れられる

可能性があるということです。

具体的な数字をあげて計算してみま

す。

(設例）期限内に確定申告をしていなか

った方が、税務署の調査を受け、納め

るべき税額(本税)が400万円と確定した

ケースでは次のようになります。

(無申告加算税の計算）

・50万円以下の部分

50万円×15%＝7万5,000円

・50万円超300万円以下の部分

250万円×20%＝50万円

・300万円を超える部分

100万円×30%＝30万円

無申告加算税額 87万5,000円

もしこれが、調査の事前通知が来る

前にご自身で気づいて自主的に申告し

ていれば、それぞれの税率が 5%にな

りますので、無申告加算税は20万円で

済んでいた計算になります。

早く申告相談にみえられて正解でし

た。

もう少しいやな話、期限後申告の場

合には、無申告加算税とは別に「延滞

税」も課されるという点です。

延滞税は、いわば納付が遅れたこと

に対する利息のようなもので、法定納

期限の翌日から実際に納付する日まで

の日数に応じて計算されます。税率は、

納期限の翌日から2か月以内は年 2.4
%程度、2か月を経過した後はさらに

高い年 8.7%程度(いずれも令和8年の

特例基準割合による目安で、年によっ

て多少変動します)が適用されます。申

告が遅れるほど、この延滞税も膨らん

でいきます(便利ツールで計算可）。

また法定申告期限内に期限内申告書

が提出されたものの、その後の修正申

告や更正処分によって税金が増えたと

すると、過少申告加算税がかかります。

この税率は、原則 10%ですが、細か

く税率が細分化されていて、申告漏れ

割合が大きく「期限内申告税額」又は

「50万円」のいずれか多い額を超える

部分への 5%の加重措置(実質 15%）

がとられています。なお調査を予知す

る前の自主的な修正申告であれば、過

少申告加算税はかかりません。

（設例）期限内に確定申告（確定申告

税額：200万円）を提出していました。

税務調査により申告漏れが判明し、修

正申告を行い、新たに納付すべき税額

（増差本税）が300万円でした。

(過少申告加算税の計算）

通常分（10%）の計算

300万円× 10%＝30万円

加重分（5%）の計算

控除基準額：確定申告税額200万円

と50万円の大きい金額＝200万円

（300万円－200万円）× 5%＝5万円

過少申告加算税額

30万円＋5万円＝35万円
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（https://www.shonantax.jp/）

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu/24200038/01.htm
https://www.shonantax.jp/p5/covid/COVID-influenza.html
https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/hojin/100703_01/00.htm
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/index.htm
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/index.htm
https://www.shonantax.jp/

